
①を満たすもののうち、②～⑤までの要件をどれか満たすものが対象

下線部が、変更前比較の拡充部分

移住元要件 移住先要件

※R5.11.1～　豊橋市歩いて暮らせるまち区域定住促進事業費補助金の子育て支援に係る補助（子育て奨励金）の補助金の交付決定を受けているものは、世帯に子どもがある場合に係る加算金は、加算しない

創業支援事業における「起業支援金」

の交付決定を受け、個人事業の開業又

は法人の設立を行っていること

・単身60万円

・世帯100万円

（世帯に18歳未

満の子どもがい

る場合は、１人

につき100万円加

算）

R6.4.1～
・aとｂを両方満たす

a 転入前の10年間に通算5年以上東京23区に在住していた、

又は転入前の10年間に通算５年以上東京圏に在住し東京23

区に通勤していた

　東京圏に在住しつつ、東京23区の大学等へ通学し、東京

23区の企業等へ就職した者については通学期間も修業年限

を上限として対象期間とすることができる

b 転入直前に連続して1年以上東京23区に在住していた、又

は転入直前に連続して1年以上東京圏に在住し東京23区に通

勤していた（通勤は転入の3か月前まで1年の期間の起算点

とすることができる）東京圏に在住しつつ、東京23区の大

学等へ通学し、東京23区の企業等へ就職した者については

通学期間も修業年限を上限として対象期間とすることがで

きる

同上 同上 同上 同上 同上 同上

R5.4.1～

R6.3.31

・aとｂを両方満たす

a 転入前の10年間に通算5年以上東京23区に在住していた、

又は転入前の10年間に通算５年以上東京圏に在住し東京23

区に通勤していた

　東京圏に在住しつつ、東京23区の大学等へ通学し、東京

23区の企業等へ就職した者については通学期間も対象期間

とすることができる

b 転入直前に連続して1年以上東京23区に在住していた、又

は転入直前に連続して1年以上東京圏に在住し東京23区に通

勤していた（通勤は転入の3か月前まで1年の期間の起算点

とすることができる）東京圏に在住しつつ、東京23区の大

学等へ通学し、東京23区の企業等へ就職した者については

通学期間も対象期間とすることができる

・移住支援金申請時点で転入後3か月以上1年以内

・転入先の市に移住支援金申請日から5年以上継続して居住する

意思がある

Ⅰ一般就業 a～fを満たす

a 就業場所が東京圏以外

b 転入日時点で満50歳以下（愛知県要件）

c 就業先があいちUＩＪターンその他都道府県のマッチングサイ

ト掲載の移住支援金対象求人であること

d 就業先の代表者等が３親等内の親族でないこと

e 週20時間以上の無期雇用契約で移住支援金申請時に連続して3

か月以上在職

f 移住支援金申請日から5年以上継続して勤務する意思がある

Ⅱ専門人材の場合 a～eを満たす

 プロフェッショナル人材事業等を利用して転入した場合

a 就業が東京圏以外

b 週20時間以上の無期雇用契約で移住支援金申請時に連続して3

か月以上在職

c 移住支援金申請日から5年以上継続して勤務する意思がある

d転勤、出向、出張、研修等による勤務地の変更ではなく、当

該就業先に新規に雇用されるものであること。

e目的達成後解散前提のプロジェクトの参加等、離職前提でない

こと

a～cを満たす

a 自己の意思により移住し、移住先を生活の本拠とし移住元で

の業務を引き続き行うこと

b 地方創生テレワーク交付金において資金提供されていないこ

と

c 週20時間以上の無期雇用契約で雇用保険被保険者として就業

（愛知県要件）

（豊橋市要件）

転入日の年齢が50歳以下であり、以下のいずれかを満たす

・豊橋市内の大学（短期大学部含む）又は高等学校に在籍していた者

・過去3年以内に、豊橋市へのふるさと納税を行い、体験型の返礼品を選択した者

・豊橋市内に本店のある企業に就業をする者。※就業要件別途(1)～(10)あり

関係人口　就業要件

（1）官公庁への就業ではないこと。

（2）大企業への就業ではないこと。

（3）移住支援金の交付を受けようとする者の３親等以内の親族が代表者、取締役等

の経営を担う職務を務めている法人への就業でないこと。

（4）転入日より前に、当該就業先の企業説明会に参加又は面接を受ける等の関わり

を有していること。

（5）週20時間以上の無期雇用契約に基づいて就業し、申請時において連続して3か

月以上在職していること。

（6）当該就業先において、移住支援金の申請の日から5年以上、継続して勤務する

意思を有すること。

（7）転勤、出向、出張、研修等による勤務地の変更ではなく、当該就業先に新規に

雇用されるものであること。

（8）当該就業先が雇用保険の適用事業主であること。

（9）当該就業先が風俗営業等でないこと。

（10）当該就業先が暴力団等の反社会的勢力又は反社会的勢力と関係を有する法人

等でないこと。

金額転入日
①移住等に関する要件

②就業要件等 ③テレワークに関する要件 ④関係人口 ⑤起業に関する要件


